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令和４年度決算の概要

　健全な財政運営のためには、自主財源の確保が非常に重要なことから、課税客体の的確な把握、適正な課税、収納率の向上を柱に事務事業を実施しました。

　令和４年度の決算は、以下のとおりとなりました。

【歳入】
【個人市民税】 ・対前年度税収 56,980,539 円増 ・収納率 0.51㌽ 0.25㌽ 減

2.34㌽

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 1,900,000,000 1,942,241,440 1,912,309,779 449,985 0 29,931,661 98.46% 1,831,000,000 1,871,482,800 1,852,171,837 1,121,091 110,141 19,200,822 98.97%
滞納繰越分 16,100,000 81,884,837 15,614,897 12,123 6,362,651 59,907,289 19.07% 17,700,000 87,669,202 18,772,300 0 7,127,193 61,769,709 21.41%

合　計 1,916,100,000 2,024,126,277 1,927,924,676 462,108 6,362,651 89,838,950 95.25% 1,848,700,000 1,959,152,002 1,870,944,137 1,121,091 7,237,334 80,970,531 95.50%

【法人市民税】 ・対前年度税収 28,142,043 円増 ・収納率 0.06㌽ 0.02㌽ 増
19.07㌽

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 506,000,000 506,646,700 505,954,800 0 0 691,900 99.86% 439,000,000 477,447,300 477,045,300 0 0 402,000 99.92%
滞納繰越分 460,000 1,693,606 398,482 0 0 1,295,124 23.53% 770,000 2,736,956 1,165,939 0 279,411 1,291,606 42.60%

合　計 506,460,000 508,340,306 506,353,282 0 0 1,987,024 99.61% 439,770,000 480,184,256 478,211,239 0 279,411 1,693,606 99.59%

【固定資産税】 ・対前年度税収 159,907,112 円増 ・収納率 0.03㌽ 0.44㌽ 増
33.61㌽

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 3,863,000,000 3,905,562,683 3,884,385,307 128,000 1,345,915 19,831,461 99.46% 3,647,000,000 3,668,057,450 3,649,360,919 363,900 1,017,170 17,679,361 99.49%
滞納繰越分 15,800,000 82,877,004 15,115,578 24,000 12,174,817 55,586,609 18.24% 86,300,000 174,021,241 90,232,854 0 20,495,591 63,292,796 51.85%

合　計 3,878,800,000 3,988,439,687 3,899,500,885 152,000 13,520,732 75,418,070 97.77% 3,733,300,000 3,842,078,691 3,739,593,773 363,900 21,512,761 80,972,157 97.33%

※現年課税分調定ベースで、前年度より土地5,519,100円の減、家屋139,152,933円、償却資産103,871,400円の増。 
①土地（時点修正による減）、家屋（新築の増）、償却資産（企業による設備投資の増）

対前年度（現年） 減   　　　対前年度（合計）
対前年度（滞納） 減   

区　分
令和４年度 令和３年度

※現年課税分調定ベースで、法人均等割額72,900円の増、法人税割額29,126,500円の増。

対前年度（現年） 減   　　　対前年度（合計）
対前年度（滞納） 減   

区　分
令和４年度 令和３年度

※現年度調定ベースで、均等割52,500円増、所得割70,706,140円の増。

　新型コロナウイルス感染症の影響で停滞していた社会経済活動の正常化が進み、市税の収入は大幅に増額となりました。その一方で世界的なエネルギー・食料価格の高騰の影響は続いて
おり、厳しい状況においても滞納額が増えないよう、早期に滞納処分を実施しました。

対前年度（現年） 減   　　　対前年度（合計）
対前年度（滞納） 減   

区　分
令和４年度 令和３年度

－1－

－1－



【国有資産等所在市町村交付金】        ・対前年度税収 34,600 円減

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 5,026,000 5,026,300 5,026,300 0 0 0 100.00% 5,060,000 5,060,900 5,060,900 0 0 0 100.00%

【軽自動車税（環境性能割）】 　　　　・対前年度税収 円増

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 9,800,000 9,723,800 9,723,800 0 0 0 100.00% 5,600,000 5,469,100 5,469,100 0 0 0 100.00%

【軽自動車税（種別割）】　　　・対前年度税収 円増 ・収納率 0.06㌽ 0.01㌽ 増
2.19㌽

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 144,000,000 147,346,200 145,011,900 14,900 40,600 2,293,700 98.42% 139,000,000 141,765,200 139,607,108 26,100 25,700 2,132,392 98.48%
滞納繰越分 1,400,000 7,017,899 1,621,786 0 562,027 4,834,086 23.11% 1,500,000 6,687,898 1,398,791 0 361,200 4,927,907 20.92%

合　計 145,400,000 154,364,099 146,633,686 14,900 602,627 7,127,786 94.99% 140,500,000 148,453,098 141,005,899 26,100 386,900 7,060,299 94.98%

【たばこ税】 ・対前年度税収 22,027,919 円増

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 320,000,000 319,696,213 319,696,213 0 0 0 100.00% 307,000,000 297,668,294 297,668,294 0 0 0 100.00%

【鉱産税】 ・対前年度税収 107,000 円減

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 2,100,000 2,259,300 2,259,300 0 0 0 100.00% 2,200,000 2,366,300 2,366,300 0 0 0 100.00%

【都市計画税】 ・対前年度税収 5,111,875 円増 ・収納率 0.01㌽ 1.82㌽ 増
20.93㌽

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 222,000,000 224,193,800 223,032,803 0 45,750 1,115,247 99.48% 214,000,000 215,589,300 214,441,007 50,200 32,121 1,116,172 99.47%
滞納繰越分 700,000 3,989,885 554,728 0 1,397,550 2,037,607 13.90% 5,500,000 11,584,407 4,034,649 0 4,724,145 2,825,613 34.83%

合　計 222,700,000 228,183,685 223,587,531 0 1,443,300 3,152,854 97.99% 219,500,000 227,173,707 218,475,656 50,200 4,756,266 3,941,785 96.17%

※現年課税分調定ベースで、前年度より土地106,500円の減、家屋8,711,000円の増。

対前年度（滞納） 減   

区　分
令和４年度 令和３年度

区　分
令和４年度 令和３年度

※軽課税率及び重課税率台数の異動、新規登録や廃車等による増減により、現年課税分調定ベースで、前年度より5,581,000円の増

区　分
令和４年度 令和３年度

対前年度（現年） 増    　　　対前年度（合計）

対前年度（滞納） 増    

区　分
令和４年度 令和３年度

4,254,700

区　分
令和４年度 令和３年度

区　分
令和４年度 令和３年度

5,627,787 対前年度（現年） 減   　　　対前年度（合計）

－2－

－2－



【入湯税】

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 1,000 0 0 0 0 0 - 1,000 0 0 0 0 0 -

【市税合計】 ・対前年度税収 281,910,375 円増 ・収納率 0.16㌽ 0.25㌽ 増
22.12㌽

予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率 予算額 調定額 収入済額 うち未還付額 不納欠損額 収入未済額 収納率
現年課税分 6,971,927,000 7,062,696,436 7,007,400,202 592,885 1,432,265 53,863,969 99.22% 6,589,861,000 6,684,906,644 6,643,190,765 1,561,291 1,185,132 40,530,747 99.38%
滞納繰越分 34,460,000 177,463,231 33,305,471 36,123 20,497,045 123,660,715 18.77% 111,770,000 282,699,704 115,604,533 0 32,987,540 134,107,631 40.89%

合　計 7,006,387,000 7,240,159,667 7,040,705,673 629,008 21,929,310 177,524,684 97.25% 6,701,631,000 6,967,606,348 6,758,795,298 1,561,291 34,172,672 174,638,378 97.00%

【歳出】

・賦課及び徴収に係る電算処理並びにその保守費用

・eLTAX（給与支払報告書、公的年金等支払報告書、法人市民税申告、償却資産申告の電子申告システム）、国税連携(所得税確定申告書データの取り込み）及び共通納税システムの運用

・共通納税システム税目拡大（固定資産税、軽自動車税（種別割））

・令和６基準年度固定資産税課税客体調査業務（債務負担行為）の第２年度で、航空写真撮影等の固定資産の課税客体調査を実施

・令和６基準年度固定資産評価替に係る標準宅地等の鑑定評価業務を実施

【その他】

・平成２８年度から出納閉鎖時点における市税未還付額は、収入済額に含んで計上しています。

対前年度（現年） 減   　　　対前年度（合計）
対前年度（滞納） 減   

区　分
令和４年度 令和３年度

区　分
令和４年度 令和３年度

－3－

－3－



（総務財政部税務課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 節 収 入 済 額 充当先事業 算 定 根 拠

34
～
35

15 2 総務手数料 税務手数料 3,657,181
税務総務給与事業　2,839,150円
税務総務事業　　　　818,031円

証明手数料　　　　　　　 　 　 2,839,150円
　臨時運行許可    299件×750円=　　224,250円
　証明手数料  　7,446件×300円=　2,233,800円
　家屋証明      193件×1,300円=　　250,900円
　土地台帳閲覧      4件×300円=　　　1,200円
　コンビニ交付分  516件×250円=　　129,000円
督促手数料　　　　　　　　　　 　818,031円

48
～
49

17 3 総務費県委託金 徴税費委託金 70,611,867
賦課事務事業　 　45,252,335円
税務総務給与事業 25,359,532円

個人県民税徴収事務委託金　　 70,611,867円
　義務者数に係る分       　　   64,980,000円
　還付金に係る分         　　    3,858,685円
　還付加算金に係る分         　　 　 3,398円
　配当割等の控除に係る分   　　  1,741,418円
　払込額に係る分           　　     28,366円

54
～
55

22 1 延滞金 延滞金 12,088,168 － 市税延滞金　　　　　　　　　　12,088,168円

56
～
57

22 6 雑入 雑入 260 － コピー使用料　　　　　　　　　 　　　260円

歳　入　根　拠　明　細　書
（様式２－２）

－4－

－4－



（様式２－３）

(款)総務費(項)徴税費(目)賦課徴収費 （総務財政部税務課）（単位：円）

＜当初金額＞

全体契約額（a）

（うち当該年度分） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

9,994,398 9,994,398

1,293,457 1,293,457

3,300,000 3,300,000

2,585,000 2,585,000

1,498,967 1,498,967

651,695 651,695

14,300,000 14,300,000

4,290,000 4,290,000

100
～
101

電算処理業
務委託

総合公金収納
システム電算
処理業務

100
～
101

電算処理業
務委託

データパンチ
電算処理業務

100
～
101

単独 －

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）（長期継続契約分）

R3.4.1～R8.3.31

R3.4.1～R8.3.31

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）（長期継続契約分）

単独 －

電算処理業
務委託

市税口座振替
データ伝送処
理業務

単独 －

100
～
101

電算処理業
務委託

税務事務シス
テム電算処理
業務

単独 － R4.4.1～R4.6.30

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

R5.1.10～R5.2.10

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

委　託　料　明　細　書　（１件５０万円以上のもの）

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 （ b ） 一 般 財 源
（ a-b ）

100
～
101

電算処理業
務委託

課税資料イ
メージ管理シ
ステム機器更
新業務

単独 － R4.10.14～R5.3.27

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

100
～
101

電算処理業
務委託

地方税共通納
税システム対
象科目拡大対
応業務

単独 － R4.12.2～R5.3.24

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

100
～
101

電算処理業
務委託

軽自動車税関
係手続システ
ム化対応業務

単独 － R4.7.28～R5.1.31

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

100
～
101

電算処理業
務委託

帳票イメージ
管理システム
機器更新業務

単独 － R4.9.27～R5.3.27

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

－5－

－5－



（様式２－３）

(款)総務費(項)徴税費(目)賦課徴収費 （総務財政部税務課）（単位：円）

＜当初金額＞

全体契約額（a）

（うち当該年度分） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

委　託　料　明　細　書　（１件５０万円以上のもの）

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 （ b ） 一 般 財 源
（ a-b ）

1,492,700 1,492,700

2,593,800 2,593,800

(864,600) (864,600)

1,417,900 1,417,900

10,890,000 10,890,000

(2,178,000) (2,178,000)

669,240 669,240

13,344,320 13,344,320

－
100
～
101

電算保守点
検業務委託

100
～
101

電算保守点
検業務委託

基幹系業務シ
ステム（申告
支援システ
ム）保守業務

単独

課税資料イ
メージ管理シ
ステム保守業
務

単独

－

100
～
101

電算保守点
検業務委託

固定資産業務
支援システム
保守業務

単独 －

R4.4.1～R5.3.31

国際航業㈱兵
庫支店
随意契約1者
見積（2号）
㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

R4.4.1～R5.3.31

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）

R4.4.1～R7.3.31
（長期継続契約分）

100
～
101

固定資産税
鑑定評価時
点修正業務
委託

固定資産税評
価替標準宅地
等鑑定評価業
務

単独 －

R2.4.1～R7.3.31

㈱さくらケー
シーエス
随意契約1者
見積（2号）（長期継続契約分）

100
～
101

固定資産税
鑑定評価時
点修正業務
委託

固定資産税鑑
定評価時点修
正業務

単独 －
R4.6.1～R4.10.31

(公社)兵庫県
不動産鑑定士
協会
随意契約1者
見積（2号）

100
～
101

電算保守点
検業務委託

登記課税連携
システム保守
業務

単独 －

R4.7.12～R5.3.31

(公社)兵庫県
不動産鑑定士
協会
随意契約1者
見積（2号）
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（様式２－３）

(款)総務費(項)徴税費(目)賦課徴収費 （総務財政部税務課）（単位：円）

＜当初金額＞

全体契約額（a）

（うち当該年度分） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

委　託　料　明　細　書　（１件５０万円以上のもの）

決算書
ページ 委 託 名 内 容

補助事
業等別

補助率 履行の期間 契約の相手方

財　　源　　内　　訳
(繰越明許等､年度をまたぐ契約の場合は､下段に当該年度決算額を括弧書きで記入)

特 定 財 源 （ b ） 一 般 財 源
（ a-b ）

49,698,000 49,698,000

(18,480,000) (18,480,000)

1,424,370 1,424,370

1,003,728 1,003,728ほか6件

R3.9.25～R6.5.31

国際航業㈱兵
庫支店
随意契約公募
型プロポーザ
ル方式
入札者数 2

（債務負担行為分）

100
～
101

封入封緘業
務委託

封入封緘業務
委託

単独 － R3.12.8～R4.7.7

データゾーン
㈱
随意契約1者
見積（2号）（債務負担行為分）

100
～
101

固定資産税
課税客体調
査業務委託

令和６基準年
度固定資産税
課税客体調査
業務

単独 －
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（総務財政部税務課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 金 額 品　名・数　量 契 約 の 相 手 方 購入年月日 備 考

100
～
101

2 2 賦課徴収費 767,580 受付管理業務システム
㈱EPARKグルメ
随意契約1者見積(2号)

R5.1.25
国庫支出金（新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金）500,000円

ほか1件

（様式２－８）

備　品　購　入　費　明　細　書　（１件２０万円以上のもの）

－8－

－8－



（総務財政部税務課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 金 額 負 担 金 等 支 出 名 算 出 根 拠 備 考

98
～
99

7,000 研修負担金 固定資産研修会負担金　　　　　　　 　7,000円

98
～
99

52,680
小野・加西・加東地区税務
協議会負担金

均等割額　                          20,000円
世帯数割額　                    　　16,800円
人口割額　                          15,880円

98
～
99

48,379
年末調整・確定申告用紙送
付負担金

年末調整共同発送に係る分          　39,428円
確定申告共同発送に係る分             8,951円

98
～
99

3,000
兵庫県租税教育推進連絡協
議会負担金

租税教育副読本に係る分             　3,000円
（県下市町の人口割）

98
～
99

28,130
小野・加西・加東地区租税
教育推進協議会負担金

均等割額                          　18,000円
生徒数割額                       　 10,130円

98
～
99

80,000
公益社団法人社納税協会負
担金

従業員数割額  　　　　　　　　　　　80,000円
200人以上1,000人未満の事業所

98
～
99

50,000
小野・加西・加東納税貯蓄
組合連合会負担金

定額                              　50,000円

98
～
99

1,883,010 地方税共同機構負担金

eLTAX基礎負担金                   　48,000円
eLTAX運用関係費負担金            1,020,000円
eLTAX次期更改準備資金             　38,000円
国税連携関係費負担金             　147,000円
経由機関業務関係費負担金          　57,000円
扶養親族等申告書刷成費等負担金     　1,010円
車体課税関係費負担金　　　　　 　　572,000円

（様式２－９）

負担金、補助及び交付金支出明細書

税務総務費22
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（総務財政部税務課）（単位：円）

決算書
ページ 款 項 目 金 額 負 担 金 等 支 出 名 算 出 根 拠 備 考

（様式２－９）

負担金、補助及び交付金支出明細書

98
～
99

1,661,750 兵庫県電子申告部会負担金

年金特徴に係る分                 　104,000円
電子申告に係る分                 　626,000円
国税連携に係る分                 　211,000円
共通納税に係る分                 　209,000円
事務費                             　3,000円
共通納税拡大対応分　　　　　　　　 508,750円

98
～
99

2,000 近畿都市税務協議会分担金
人口割　　                        　 2,000円
（人口3.5万人以上5万人未満の市）

100
～
101

15,580
地方税共同機構収納手数料
負担金

共通納税システム利用実績　　　　 　　　　　

100
～
101

350,740
軽自動車税環境性能割徴収
取扱費負担金

軽自動車税環境性能割払込額×5/100

2 2 賦課徴収費

2 2 税務総務費

－10－

－10－



①　滞納繰越分の年度別収納状況（一般会計・国保会計）

②　令和４年度収納状況表

③　滞納処分状況・滞納繰越額の年度別内訳

④　令和４年度不納欠損総括表

【付属資料一覧】
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